
「
社
会
保

障
切
り

捨
て

」
の
増
税

に
道
理

な
し

 
 松

井
市

長
は
「
活

力
の

あ
る

ま
ち

づ
く

り
」
「
市

の
礎

を
築

く
」
と

新
年

度
予

算
を

提
案
。
一

方
、
政

府
は
「
避

け
て

通
れ

な
い
」
と

し
て
、
活

力
を

奪
う

消
費
税
増
税
を
推
し
進
め
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
 

消
費

税
が

10％
に

な
れ

ば
、
国

民
の

負
担

増
は

年

13兆
円
（
広

島
市

民
は

１
４

０
０

億
円
）
。
ま

た
、

震
災

復
興

財
源

と
し

て
２

０
１

３
年

１
月

か
ら

25年

間
、
所

得
税

が
２
・
１

％
増

税
さ

れ
、
そ

の
市

民
負

担
増

は
年

間
33億

円
。
さ

ら
に

年
金

支
給

額
も

削
ら

れ
ま
す
。
 

相
次

ぐ
増

税
と

社
会

保
障

の
切

り
捨

て
が

経
済

に

も
家

計
に

も
大

き
な

打
撃

を
与

え
ま

す
。
社

会
保

障

を
削

り
な

が
ら

の
増

税
や
、
社

会
保

障
に

還
元

さ
れ

な
い
増
税
に
は
全
く
道
理
が
あ
り
ま
せ
ん
。
 

 

大
企
業
減

税
の
穴

埋
め

に
消
費
税

増
税

!? 
 大

増
税

し
て

も
税

収
は

増
え

ま
せ

ん
。
財

界
の

要

望
を

う
け

た
法

人
税

率
引

き
下

げ
で
、
２

０
１

０
年

度
の

国
の

税
収

は
消

費
税

が
３

％
だ

っ
た

１
９

９
６

年
と
比
較
し
て

14兆
円
減
っ
て
い
ま
す
。
 

さ
ら

に
政

府
は
、
国

民
に

増
税

を
押

し
付

け
る

一

方
で
、
こ

の
４

月
か

ら
法

人
税

の
実

効
税

率
を

５
％

引
き

下
げ
、
大

企
業

は
１

兆
２

２
０

０
億

円
の

減
税

で
す
。
こ

の
穴

埋
め

に
さ

れ
る

増
税

は
絶

対
に

認
め

ら
れ
ま
せ
ん
。
 

 

い
ま
急
ぐ

べ
き
は

不
公

平
な
税
制

の
見
直

し
 

 富
裕

層
向

け
の

証
券

優
遇

税
率

も
い

ま
だ

に

10％

で
、
国

民
の

貯
金

利
子

に
か

か
る

税
率

の
半

分
で

す
。
こ

れ
を

元
の

20％
に

戻
せ

ば
広

島
市

で
は

２
２

０
０

万
円

税
収

が
増

え
、
敬

老
金
・
敬

老
記

念
品

も

削
減
（
２
５
８
３
万
円
）
し
な
く
て
済
み
ま
す
。
 

税
金

は
「
能

力
に

応
じ

た
負

担
」
が

原
則

で
す
。

財
源

と
い

え
ば
、
も

っ
ぱ

ら
消

費
税

と
い

う
の

で
な

く
、
２

６
０

兆
円

も
内

部
留

保
を

溜
め

込
ん

で
い

る

大
企

業
や

富
裕

層
が

応
分

の
税

負
担

を
す

る
こ

と
が

必
要

で
す
。
そ

う
し

て
税

収
の

総
額

を
増

や
し

、
地

方
へ

の
予

算
配

分
を

増
や

す
こ

と
が
、
国

と
地

方
財

政
の
危
機
を
打
開
す
る
確
か
な
道
で
す
。
 

 

巨
大
開
発

か
ら
「

身
近

な
公
共
事

業
」
に

転
換

を
 

 活
力

に
あ

ふ
れ
、

に
ぎ

わ
い

の
あ

る
ま

ち
に

す
る

決
め

手
は
、
企

業
数

の

99％
、
雇

用
の

７
割

を
占

め

る
中

小
企

業
と

市
民

の
暮

ら
し

を
応

援
す

る
こ

と
で

す
。
そ

の
た

め
に

は
、

ま
ず

必
要

性
の

な
い

巨
大

開

発
を

見
直

し
、
市

民
が

願
っ

て
い

る
事

業
、
例

え
ば
 

保
育

園
の

耐
震

診
断

や
補

強
工

事
、
高

潮
・
津

波
対

策
な

ど
、

安
心
・
安

全
な

市
民

生
活

を
つ

く
る

生
活

密
着

型
の

公
共

事
業

に
切

り
替

え
る

べ
き
で
す
。
 

  

「
派
遣
切

り
や
め

よ
」

「
正
規
雇

用
ふ
や

せ
」

 

市
と
し
て

大
企
業

に
申

し
入
れ
を

 
 

 
 労

働
総

研
の

試
算

と
財

界
系

シ
ン

ク
タ

ン
ク

「
ニ
ッ
セ
イ
基

礎
研
究

所
」
は
、
大

企
業

が
た

め
込

ん
で

い
る

利
益

の
一

部
を
使

え
ば

４
６

６
万

人
の

雇

用
が
生
ま
れ
る
と
し
て
い
ま
す
。
 

市
長

が
す

べ
き

こ
と

は
、
マ
ツ
ダ

を
は

じ
め

と
す

る
地

元
の

大
企

業
に

対
し
、
市

民
生

活
を
守

る
た

め

に
正
規

雇
用

を
増

や
し
、
こ

れ
以
上

の
リ
ス
ト
ラ

を

し
な
い
よ
う
申
し
入
れ
る
こ
と
で
す
。
 

 

地
元
の
中

小
業
者

の
仕

事
と
雇
用

づ
く
り

を
 

 中
小

企
業

の
仕

事
と

雇
用

を
つ

く
る

方
策

と
し

て
、
日
本

共
産
党

は
、
経

済
波
及

効
果

が
大

き
い

「
住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム

補
助
制

度
」
の
創
設

を
求

め
て

い
ま
す
。
 

同
制

度
は
昨

年
度

か
ら

広
島
県

も
実
施

し
、

30倍

も
の

経
済

波
及

効
果

が
出

て
い

ま
す
。
地
域

を
活

性

化
し
、
税

収
増

に
つ

な
が

る
と

全
国

で
広

が
り

、
県

内
で

は
三

次
市
、
庄

原
市
、
尾

道
市
、
廿
日

市
市
、

江
田
島
市
で
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。
 

総括質問に立つ中原ひろみ議員＝ 

2月20日、本会議 
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222・・・333月議会月議会月議会   

道理のない大増税道理のない大増税道理のない大増税   

      消費税増税は止めよ！消費税増税は止めよ！消費税増税は止めよ！   

日本共産党 



この議会では「東日本大震災で発生したがれきの受入れに関す

る決議案」が賛成多数で可決されました。 

被災地の膨大ながれきが復興の大きな障害になっていますが、

政府は「広域処理」を名目に安全基準（注）を大幅に緩和し、全

国の自治体に受け入れを強制しようとしています。このままでは

日本中に放射性物質を拡散させることになります。 

日本共産党は、被災地のがれきが一般廃棄物と同等に扱えない

という問題点を指摘し、国の責任と対応を明確に求める決議案を

提出しました。（上記の決議が先に可決されたため、採決されず） 

 
（注）従来、放射性セシウム濃度が１kg当たり100ベクレル超のものが

厳格に管理されてきましたが、政府はその基準を8,000ベクレル超に引

き上げました。 

し
か

し
、
す

で
に
健
康

増
進

法
に
お

い
て
、
公

共
施
設
等

の

多
数

の
人

が
利

用
す

る
施
設

の
管

理
者

に
、
受
動
喫
煙
防
止
義

務
が
課

せ
ら

れ
て

い
ま

す
。
学
校

や
本
庁
舎

で
は

全
面
禁
煙

と

な
っ

て
い

る
の

に
、
議

会
棟

だ
け
「
特
別
扱

い
」

に
す

る
の

は

「
非
常
識
」
で
す
。
 

 

「
選
択
と
集
中
」
を
理
由
に

「
選
択
と
集
中
」
を
理
由
に

「
選
択
と
集
中
」
を
理
由
に
   

暮
ら
し
応
援
の
予
算
を
削
る
な

暮
ら
し
応
援
の
予
算
を
削
る
な

暮
ら
し
応
援
の
予
算
を
削
る
な
   

 
 

 
 

 
 

日
本

共
産
党

は
一
般
会
計

予
算
案

原
案

に
反
対
   

 新
年

度
予

算
案

に
は
、

切
実

な
市

民
の

要
求

に
応

え
、
学
校

の
耐

震
化
・
エ
ア
コ

ン
整
備

の
３

年
前
倒

し
や
、
児
童
館

の
整

備
、
配
食
サ
ー
ビ
ス

の
拡
充
、
地
域
乗
合

タ
ク

シ
ー

へ
の
運
行

補
助
な
ど
、
一
定
評
価
で
き
る
点
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。
 

*
 

し
か

し
、
長
寿

を
祝

う
敬

老
金

の
削
除

な
ど
、
住

民
の

暮
ら

し
や
福
祉

を
守

る
予

算
を

削
り

な
が

ら
、
高
速

５
号
線

や
広

島

駅
自
由

通
路
等
整
備
、
広

島
駅
南
口

広
場

の
再
整
備

な
ど
、
不

要
不
急
の
大
型
開
発
が
「
聖
域
扱
い
」
さ
れ
て
い
ま
す
。
 

こ
れ

で
は
、
５

８
２

億
円

も
の

収
支
不
足

を
解

消
す

る
た

め

の
財
政
健
全
化
も
ま
す
ま
す
困
難
に
な
り
ま
す
。
 

市
税

収
入

が
減

る
な

か
、

市
債

発
行

額
（

市
の
借

金
）
を
抑

え
つ

つ
巨

大
開

発
を

進
め

る
と

な
れ

ば
、
市

民
生

活
に
今
以
上

切
り
込
ま
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
 

日
本

共
産

党
は
５

つ
の

事
業

の
削
除

を
求

め
る

日
本

共
産

党
は
５

つ
の

事
業

の
削
除

を
求

め
る

日
本

共
産

党
は
５

つ
の

事
業

の
削
除

を
求

め
る

修
正
案
を
単
独
で
提
出

修
正
案
を
単
独
で
提
出

修
正
案
を
単
独
で
提
出
   

 日
本

共
産
党

は
、
限

ら
れ

た

税
金

は
市

民
の

暮
ら

し
を

応
援

す
る

た
め

に
最

優
先

で
使

う
べ

き
と

の
立
場

か
ら
、
議

会
棟

の

分
煙
、
広

島
ヘ
リ
ポ
ー
ト

の
分

担
金
、
議
員

の
海
外
視
察
、
広

島
駅
自
由

通
路
整
備
、

広
島
駅

南
口
再
整
備
検
討

の
５

つ
の

事

業
の

削
除

を
求

め
る
修
正

案
を

単
独
で
提
出
し
ま
し
た
。
 

し
か

し
、
賛
成
少

数
で
否

決

さ
れ
ま
し
た
。
 

 

議
会
棟
も
禁
煙
！

議
会
棟
も
禁
煙
！

議
会
棟
も
禁
煙
！
   

分
煙
予
算
の
削
除
修
正
案
が
可
決

分
煙
予
算
の
削
除
修
正
案
が
可
決

分
煙
予
算
の
削
除
修
正
案
が
可
決
   

 こ
の
議

会
で

は
、
他

会
派

か
ら

も
２

つ
の
修
正

案
が

提
出

さ

れ
、
議

会
棟

を
禁
煙

に
す

る
修
正

案
が
賛
成
多

数
で
可

決
。
日

本
共
産
党

も
同
修
正

案
に
賛
成

し
ま

し
た
。
最

大
会
派

の
保
守

ク
ラ
ブ

は
、
「
議

会
改
革

推
進

会
議

で
決

め
た

こ
と

だ
」
と

い

う
論
拠
で
「
禁
煙
に
反
対
」
の
主
張
を
繰
り
返
し
ま
し
た
。
 

不
要
不

急
の
大

型
開
発

・
大
企

業
支
援

か
ら

不
要
不

急
の
大

型
開
発

・
大
企

業
支
援

か
ら

不
要
不

急
の
大

型
開
発

・
大
企

業
支
援

か
ら
   

市
民
の

暮
ら
し

と
福
祉

を
守
る

予
算
に

転
換
を

市
民
の

暮
ら
し

と
福
祉

を
守
る

予
算
に

転
換
を

市
民
の

暮
ら
し

と
福
祉

を
守
る

予
算
に

転
換
を
   

２
０
１
２
年
度
広
島
市
当
初
予
算
 
問
わ
れ
る
税
金
の
使
い
方
 

日本共産党 

「
選
択

と
集

中
」
の
名

の
下

に
、
生

活
応

援
予

算
の

削
減
 

が
懸

念
さ

れ
ま

す
。
巨

大
開

発
・
大

企
業
呼
び

込
み

に
貴
重

な

税
金

を
つ

ぎ
こ

み
、
財

政
を

危
機

に
陥

れ
た
「
悪

し
き
流

れ
」

を
復

活
さ

せ
る

予
算

は
認

め
ら

れ
な

い
と

い
う
立
場

か
ら
、
日

本
共
産
党
は
一
般
会
計
予
算
案
の
原
案
に
反
対
し
ま
し
た
。
 

単独提出の修正案に賛成する党市議団の３議員＝3月21日、予特最終日  

「広域処理」に不安の声殺到！ 

日本共産党は対案の決議案を提出し奮闘 震災がれき 



海
外
視
察
中
止
 

議
員
報
酬
削
減
 

費
用
弁
償
廃
止
 

議会改革推進会議 「定数削減」の論調ばかり 
市民の願う改革 実施されず 

●議場への国旗等の掲揚  ●インターネットによる議会中継の実施 

●一般質問の見直し（発言者数・答弁時間） 

●本会議場での一問一答方式の継続 

●傍聴規則の見直し、傍聴規程の制定  ●議員報酬の見直し 

●費用弁償の見直し  ●クールビズのあり方の検討 

●議会棟の禁煙  ●海外視察の見直し  ●議員定数の見直し 

●議員の政策立案機能の向上  ●通年議会の導入 

●賛否の態度を明らかにする投票デジタル化 

●議会報告会の開催の検討 

昨年6月30日に発足した議会改革推進会議。会派の人数に

応じて決まった14人（下表）で構成され、最大会派（議長会派）

の議員が座長を務めています。これまで、各会派が提出した改

善要望（右表）について検討してきましたが、今、会議の存在意

義が問われる事態となっています。 

日本共産党・・・1人 

爽志会・・・1人 

公明党・・・2人 

市民連合・・・2人 

市政改革ネットワーク・・・3人 

保守クラブ・・・5人 

こ
ん

な
会

議
は

解
散

し
、
市

民
の

声
を

反
映

し
た

 

 
 
 
 
議

会
改

革
に

再
出

発
す

べ
き

で
す

。
 

こ
ん

な
会

議
は

解
散

し
、
市

民
の

声
を

反
映

し
た

 

 
 
 
 
議

会
改

革
に

再
出

発
す

べ
き

で
す

。
 

この会議は発足当初から、その基本的な性格・目的・権限などに異議が出ており、日本共

産党は、この会議の結論が議会全体の総意・合意にはならないこと、意見が分かれる議題に

ついては多数決で決めず民主的な議論をつくし全会一致を目指すべきと主張してきました。 

しかし、これまでに改革推進会議が決めた「議場での日の丸掲揚」は、日本共産党だけで

なく他の会派からも異論が出され、多くの市民が抗議する中で強行されてきました。 

民主的な議論を行い、全会一致の原則を貫くべき 

日本共産党は、市財政の582億円もの収支不足に議会として貢献する立場から、現在の月額

86万円の議員報酬を、市の局長級と同程度（約74万円、14％カット）に見直すことを提案し

てきました。公明党は２割削減、一部の保守会派からは１割削減との意見も出ています。 

しかし、最大会派の議員から「土・日も議員活動をしている」「もっと報酬を上げるべ

き」という意見が出され、結局、結論が出ずに保留となりました。 

議員報酬は現行どおりで削減せず 

会議では「定数削減と報酬削減はセットで」「定数削減の方が財政に貢献する」という意

見が多数です。これに対して日本共産党は、「定数削減は市民の声を閉ざすことになる」と

指摘し、議会が真に市民の代表として議論を尽くす場となるためにも、安易な定数削減を推

し進めることは問題と主張してきました。 

「市財政に貢献する」というなら、費用弁償を廃止し、海外視察を中止すべきです。 

議員定数の削減は、市民の声を閉ざすことに 

一人・日額11,000円が一律支給されていた費用弁償は、「報酬と交通費の二重取り」との

市民の強い批判と日本共産党との連携で、2007年9月、議会棟から自宅までの距離８kmを境に

８千円と５千円に削減されました。 

現在、会議では５千円と３千円に見直すことが提案されていますが、日本共産党は一貫し

て制度の廃止を求めています。ちなみに19政令市のうち11都市がすでに廃止しています。 

費用弁償をわずかに削減 政令市11都市がすでに廃止 

日本共産党が提案した海外視察の中止・凍結については、「2012年度でベトナムへの視察

を計画している」という理由で、まともに議論されないまま現行通り続行となりました。 

結局、この議会改革推進会議は、市民向けには「議会改革を進めています」とアピールし

ながら、その実態は、最大会派や保守会派の思い通りに議会運営を進める「道具」になって

います。 

海外視察の中止・凍結はまともな議論されず 
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●ふくしま第二保育園の 

 廃園はストップを！ 

市は今年２月、ふくしま第二保育園

を廃園して、新たな民間保育園を新設

する計画を打ち出しました。 

今やるべきは廃園ではなく、耐震診

断と待機児解消です。 

 

●高齢者公共交通費助成は 

 廃止でなく拡充を！ 

70歳以上の高齢者に支給されている

公共交通費助成を、市は「社会参加が目

的なのに目的外で使われている」との理

由で廃止を含め見直しを検討中です。 

高齢者にとって買い物や通院も社会

参加であり、廃止は認められません。 

 

●国保料・介護保険料の 

 これ以上の値上げは 

 許せません！ 

４月から介護保険料が年平均9,502

円、国民健康保険料は年5,249円、そ

れぞれ引き上げとなります。さらに今

後、国保料の算定方式が変更されれば

一層の負担増となります。 

これ以上の市民負担の増加は死活問題

です。国と県に「命を守る財政支援」を

求めましょう。 

日本共産党 

●学校の耐震化とエアコン整備 2015年度完了へ 

国が学校耐震化費用への補助率かさ上げ措置を2015年度末まで延長

したことを受け、市も2018年度完了としていた計画を2015年度完了に

３年前倒し。エアコン整備も耐震化と合わせて前倒しされます。 

 

 

 

 

 

 

 

●配食サービス 土曜・日曜も実施されます 

2012年10月から、ひとり暮らし等の高齢者配食サービスが土曜・日

曜・祝日も実施されます。これまで「高齢者は土・日は食事をしなく

ていいのか」と365日の配食サービスを求めてきましたが、前市長の

下での事務・事業見直し検討委員会の意見を踏まえ、市は、ようやく

実施に踏み切りました。 

 

●地域乗り合いタクシー 赤字の半分を補助 

高齢化した団地において生活交通の確保は深刻です。地域が主体と

なって、乗り合いタクシーの運行を実施している３地区（口田・山

本・黄金山）に対し、収支不足の２分の１を補助します。 

また、新年度は学識経験者や交通業者などによる研究会を設置し、

地域の実態に即した生活交通を検討することになりました。 

 

●児童館の整備 「３年に４館」に加速します 

これまで「１年に１館」のペースだった整備方針が「３年に４館」

に見直されます。 

また、児童館未設置校で実施されている「放課後プレイスクール事

業」は、３か所増えて１７か所となります。 

2012年度予算および2011年度２月補正予算で 

耐震化  実施設計 小学校10校 中学校2校 幼稚園1園 

補強工事 小学校40校 中学校23校 幼稚園4園 

実施設計 小学校9校  中学校5校 

設置工事 小学校19校 中学校5校 幼稚園4園 

エアコン  

実現しました 求めていきます 

市民のみなさんと力を合わせて 


